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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第３四半期
連結累計期間

第16期
第３四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2023年４月１日
至2023年12月31日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 33,047 16,882 39,893

経常利益 （百万円） 830 5,377 3,719

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益
（百万円） 756 5,300 3,667

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 720 5,419 3,632

純資産額 （百万円） 17,448 24,729 20,360

総資産額 （百万円） 23,540 29,189 26,143

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 14.12 101.75 68.31

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益
（円） 12.22 87.72 59.33

自己資本比率 （％） 74.1 84.7 77.9

 

回次
第15期

第３四半期
連結会計期間

第16期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)
（円） 1.96 △2.49

（注）　　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間(2023年４月１日～2023年12月31日)における我が国経済は、新型コロナウイルス感染

症における行動制限の緩和により、経済活動の正常化が進むと共に個人消費が回復傾向となったものの、ロシアに

よるウクライナ侵攻の長期化により、エネルギーや原材料等の価格動向が依然として先行き不透明な状況となって

おります。

このような状況のなか、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の事業につきましては、主力で

ある石炭事業部門において、前連結会計年度に発生した石炭市況の高騰は、当第３四半期連結累計期間に入り、エ

ネルギー需要が緩み、軟化傾向が見られるようになりました。

当第３四半期連結累計期間における経営成績は、売上高16,882百万円（前年同期比48.9%減）、経常利益5,377百

万円（前年同期比548.1%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益5,300百万円（前年同期比601.0%増）と減収増

益となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①石炭事業部門

当第３四半期連結累計期間は、石炭販売取引において販売数量が減少しましたが、豪州ワンボ炭鉱からの受取配

当金が増加したこと等から、売上高は16,219百万円（前年同期比50.1%減）、セグメント利益は5,659百万円（前年

同期比431.0%増)と減収増益となりました。

②新素材事業部門

当第３四半期連結累計期間は、自動車部品向け研磨材販売の一部納品が、当初計画から第４四半期へずれ込み、

またスマートフォン、HDD向け市場の需要低迷の影響等により、売上高は203百万円（前年同期比14.0%減）、セグ

メント利益は32百万円（前期同期比47.5%減）と減収減益となりました。

③採石事業部門

当第３四半期連結累計期間は、風力発電工事向けの路盤材出荷が当初計画よりも増加したこと等から、売上高は

459百万円（前年同期比44.3%増）、セグメント利益は134百万円（前年同期比166.8%増）と増収増益となりまし

た。

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、売上債権や商品及び製品等が減少したものの、現金及び預金等の増加

により、前連結会計年度末に比べて3,046百万円増加し、29,189百万円となりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債は、仕入債務等が増加したものの、短期借入金等の減少により、前連結会計

年度末に比べて1,323百万円減少し、4,460百万円となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、自己株式の取得及び剰余金配当の実施による減少等があったものの、

親会社株主に帰属する四半期純利益の計上等により、前連結会計年度末に比べて4,369百万円増加し24,729百万円

となり、自己資本比率は84.7%となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更又は新た

に生じた課題はありません。

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の実績は、０百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 136,032,000

第二種優先株式 7,140,000

計 143,172,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2024年２月７日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 58,892,853 58,892,853
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数　100株

（注）１

第二種優先株式 7,140,000 7,140,000 ―
単元株式数　500株

（注）２

計 66,032,853 66,032,853 ― ―

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．第二種優先株式の内容は次のとおりであります。

１　優先株式配当金

(1）第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主、普通登録株式質権者に先立ち、第

二種優先株式１株につき年14円を上限として、次に定める額の剰余金の配当（以下「第二種優先株式配

当金」という。）を支払う。第二種優先株式配当金の額は、優先株式の発行価額350円に、それぞれの事業

年度ごとに第二種配当年率（以下に定義される。）を乗じて算出した額とする。第二種優先株式配当金は、

円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。計算の結果、各事業年度にかかる第二種

優先株式配当金が１株につき14円を超える場合は、当該事業年度の第二種優先株式配当金は14円とする。

・ 「第二種配当年率」は、下記算式により計算される年率とする。

第二種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(６ヶ月物)（以下に定義される。）＋０．５％

第二種配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）」は、各事業年度の初日（銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）及び

その直後の10月１日（当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）の、午前11時における日本円６ヶ月物

トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会によって公

表される数値の平均値とする。午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファー

ド・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）が上記いずれかの日において公表されない場合は、同日（当日が銀行休業

日の場合は直前の銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市

場出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ ６ヶ月物（360日ベース））又はこれに準ずるものと認められるもの

を、前記の平均値の算出において用いるものとする。

(2）ある事業年度において第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

第二種優先株式配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3）第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対しては第二種優先株式配当金を超えて配当はしない。

２　残余財産の分配

残余財産を分配するときは、第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登

録株式質権者に先立ち、１株につき350円を支払う。第二種優先株主又は第二種優先登録株式質権者に対し

ては、上記に定めるほか、残余財産の分配は行わない。
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３　株式の分割又は併合、新株引受権等の付与

　法令に定める場合を除き、第二種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。第二種優先株主又は第

二種優先登録株式質権者には、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。

４　株式の買受け

普通株式、第二種優先株式のうち、いずれか一つのみ、又は全ての種類につきその全部又は一部の買受けを行

うことができる。

５　株式の消却

取締役会の決議をもって、その有する普通株式、第二種優先株式のうち、いずれか一つのみ、又は全ての種類

につきその全部又は一部の消却を行うことができる。

６　議決権

第二種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

７　取得請求権

第二種優先株主は、下記に定める取得を請求し得べき期間中、下記に定める条件で普通株式の取得を請求する

ことができる。（以下、第二種優先株式にかえて普通株式を交付することを「転換」という。）

(1）転換の条件

①　当初転換価額　　普通株式１株当たり300円

②　転換価額の調整

(A）第二種優先株式発行後次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式（以下

「転換価額調整式」という。）により調整する。なお、次の算式において、「既発行普通株式数」と

は、当社の発行済普通株式総数（但し、普通株式に係る自己株式数を除く）をいう。
 

    
既発行

普通株式数
＋

新規発行・処分

普通株式数
×

１株当たり

払込金額

調整後

転換価額
＝

調整前

転換価額
×

  １株当たり時価

既発行普通株式数 ＋ 新規発行・処分普通株式数

 
(a）下記②(C)で規定する転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行

又は処分する場合、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。

(b）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当

日の翌日以降これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてそ

の部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能

利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする

場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の

翌日以降、これを適用する。

(c）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる証券、又は転

換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合、調整後の転換価額は、その発行日

に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又

はすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌日以

降これを適用する。

(B）前記②(A)に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。

(C）転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②(A)(b)

但し書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所にお

ける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除

く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(D）転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価

額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

た、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株

式数とする。
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(E）転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

(F）転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまると

きは、転換価額の調整はこれを行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転

換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額

を差引いた額を使用する。

③　転換により発行すべき普通株式数

第二種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
 

転換により発行すべき

普通株式数
＝

優先株主が転換請求のため

に提出した第二種優先

株式の発行価額総額

÷ 転換価額

 
発行株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

④　取得請求権の行使があった場合の取扱い

第二種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、取得請求権の行使が

なされた時の属する事業年度の初めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払う。

(2）取得請求期間

第二種優先株式発行の日から2032年８月９日までとする。

８　取得条項

(1) 第二種優先株式の取得を請求し得べき期間の末日（以下「第二種優先株式転換基準日」という。）が経

過した場合には、会社法第170条の規定による取得の効力発生日において、第二種優先株式の全てを取得

し、これと引換に以下に定める転換の条件に従って算出される数の普通株式を交付する。

(2) 第二種優先株式の取得により発行する普通株式数は、第二種優先株式１株の払込金相当額350円を第二

種優先株式転換基準日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して得られる数

とする。但し、平均値の計算は、円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。こ

の場合当該平均値が下限転換価額（260円）を下回るときは、第二種優先株式１株の払込金相当額350円を

当該下限転換価額で除して得られる数とし、当該平均値が上限転換価額（600円）を上回るときは、第二

種優先株式１株の払込金相当額350円を当該上限価額で除して得られる数とする。

(3) 転換の条件に従って普通株式の数を算出するに当たっては、小数第３位まで算出し、その小数第３位を

四捨五入したうえで、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取

扱う。

（取得権行使があった場合の取扱）

第二種優先株式の取得により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、取得された時の属する事

業年度の初めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払う。

３．会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

４．普通株式と第二種優先株式は単元株式数が異なっております。2008年10月１日の株式移転に際して、普通株式

については売買単位の集約を目的とした東京証券取引所の施策に沿って住友石炭鉱業株式会社（現　住石マテリ

アルズ株式会社）の普通株式１株に対して当社の普通株式0.2株を割当て、併せて単元株式数を500株から100株

としたためであります。

５．第二種優先株式は、剰余金の配当及び残余財産の分配について普通株式に優先する内容としている関係から、

法令に定める場合を除き当社株主総会において議決権を有しておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 66,032,853 － 2,501 － 301

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 第二種優先株式 7,140,000 －
「１(1)②発行済株式」の記載

を参照

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 7,453,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,403,600 514,036
「１(1)②発行済株式」の記載

を参照

単元未満株式 普通株式 35,453 － －

発行済株式総数
普通株式

第二種優先株式

58,892,853

7,140,000
－ －

総株主の議決権 - － 514,036 －

 

 

②【自己株式等】

    2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

住石ホールディングス

株式会社

東京都港区西新橋

一丁目７番14号
7,453,800 - 7,453,800 11.29

計 － 7,453,800 - 7,453,800 11.29

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＲＳＭ清和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,937 13,181

受取手形、売掛金及び契約資産 3,771 2,873

商品及び製品 9,190 4,337

仕掛品 46 51

原材料及び貯蔵品 17 24

未収消費税等 166 3

その他 483 75

流動資産合計 17,609 20,544

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 403 364

機械装置及び運搬具（純額） 90 82

土地 5,283 5,283

リース資産（純額） 75 91

その他（純額） 7 7

有形固定資産合計 5,858 5,828

無形固定資産   

その他 6 5

無形固定資産合計 6 5

投資その他の資産   

投資有価証券 2,542 2,690

繰延税金資産 38 38

その他 91 90

貸倒引当金 △2 △5

投資その他の資産合計 2,670 2,813

固定資産合計 8,534 8,645

資産合計 26,143 29,189
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,988 2,970

短期借入金 2,900 -

未払法人税等 48 39

引当金 51 39

その他 118 682

流動負債合計 5,105 3,730

固定負債   

繰延税金負債 128 190

再評価に係る繰延税金負債 229 229

退職給付に係る負債 144 129

長期預り金 71 67

資産除去債務 36 36

その他 71 78

固定負債合計 679 730

負債合計 5,784 4,460

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,501 2,501

資本剰余金 947 969

利益剰余金 17,522 22,408

自己株式 △815 △1,474

株主資本合計 20,154 24,404

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 440 559

土地再評価差額金 △235 △235

その他の包括利益累計額合計 206 325

純資産合計 20,360 24,729

負債純資産合計 26,143 29,189
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 33,047 16,882

売上原価 31,130 10,448

売上総利益 1,917 6,434

販売費及び一般管理費 1,038 1,027

営業利益 879 5,407

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 7 7

固定資産賃貸料 39 39

その他 3 1

営業外収益合計 49 47

営業外費用   

支払利息 34 1

為替差損 12 3

持分法による投資損失 21 34

租税公課 12 12

その他 19 28

営業外費用合計 98 77

経常利益 830 5,377

特別利益   

固定資産売却益 0 5

短期売買利益受贈益 13 -

特別利益合計 14 5

特別損失   

固定資産除売却損 4 2

減損損失 0 -

和解金 - 2

特別損失合計 5 3

税金等調整前四半期純利益 839 5,379

法人税、住民税及び事業税 86 79

法人税等調整額 △3 △0

法人税等合計 83 79

四半期純利益 756 5,300

親会社株主に帰属する四半期純利益 756 5,300
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

四半期純利益 756 5,300

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △36 119

その他の包括利益合計 △36 119

四半期包括利益 720 5,419

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 720 5,419

非支配株主に係る四半期包括利益 - -

 

EDINET提出書類

住石ホールディングス株式会社(E21342)

四半期報告書

12/20



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

当社は、2023年６月29日開催の取締役会において、下記のとおり、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

（以下「本自己株式処分」又は「処分」といいます。）を行うことについて決議し、2023年７月21日に処分を実行

しました。

１．処分の概要

（１）　処分期日 2023年７月21日

（２）　処分する株式の種類及び数 当社普通株式　124,300株

（３）　処分価額 １株につき　353円

（４）　処分価額の総額 43,877,900円

（５）　株式の割当ての対象者及びその人数並びに

割り当てる株式の数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）

５名　70,700株

当社の監査等委員である取締役

３名　18,400株

当社の執行役員　　　　５名　35,200株

（６）　その他 本自己株式処分については、金融商品取引法に基づ

き有価証券通知書を提出いたしました。

２．処分の目的及び理由

当社は、2020年５月15日開催の当社取締役会において、当社の取締役（取締役（監査等委員である取締役を除

く）及び監査等委員である取締役、以下「対象取締役」といいます。）に対して、株価変動のメリットとリスク

を株主の皆様と共有し企業価値向上に対する経営責任を明確にするため、「譲渡制限付株式報酬制度」を導入す

ることを決議いたしました。また、2020年６月26日開催の当社第12期定時株主総会において、対象取締役に対し

て、2019年６月27日開催の第11期定時株主総会において決議された報酬の限度額年額２億５千万円以内（うち取

締役（監査等委員である取締役を除く）に対し２億円以内、監査等委員である取締役に対し５千万円以内）の報

酬枠内で、譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社普通株式の取得のための現物出資財産とする金銭報酬債権を

支給すること、対象取締役に対して発行又は処分する普通株式の総数は年420千株以内（うち取締役（監査等委

員である取締役を除く）に対し300千株以内、監査等委員である取締役に対し120千株以内）とすることにつき、

ご承認いただいております。

また、当社の執行役員においても、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有することが重要と考え、

対象取締役と同様の制度を導入することといたしました。

 

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金等に対し、保証を行っております。

 

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

個人住宅ローン 67百万円 個人住宅ローン 53百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

減価償却費 79百万円 81百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月16日

取締役会

普通株式 275 ５ 2022年３月31日 2022年６月８日 利益剰余金

第二種優先株式 14 ２ 2022年３月31日 2022年６月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当社は、2022年５月16日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,000,000株の取得を行いました。また、

2022年６月29日開催の取締役会において、当社の取締役等に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分を行うことを決議し、219,100株を処分いたしました。

これらの結果自己株式は、当第３四半期連結累計期間において344百万円増加し815百万円となっておりま

す。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月15日

取締役会

普通株式 399 7.5 2023年３月31日 2023年６月８日 利益剰余金

第二種優先株式 14 2 2023年３月31日 2023年６月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当社は、2023年５月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,903,900株の取得を行いました。また、

2023年６月29日開催の取締役会において、当社の取締役等に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処

分を行うことを決議し、124,300株を処分いたしました。

これらの結果自己株式は、当第３四半期連結累計期間において658百万円増加し1,474百万円となっておりま

す。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 報告セグメント

合計

 
石炭

事業部門
新素材
事業部門

採石
事業部門

売上高     

一時点で移転される財又はサービス 31,956 237 318 32,511

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
- - - -

顧客との契約から生じる収益 31,956 237 318 32,511

その他の収益 536 - - 536

外部顧客への売上高 32,492 237 318 33,047

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - -

計 32,492 237 318 33,047

セグメント利益 1,066 60 50 1,176

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

　主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,176

セグメント間取引消去 -

全社費用等（注） △347

四半期連結損益計算書の経常利益 830

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び全社資産に係る費用等であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　各報告セグメントに配分していない全社資産に計上している遊休資産の土地について、時価評価の基準値

として使用している固定資産税評価額が下落したため、減損損失を計上しております。なお、当該減損損失

の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、０百万円であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 報告セグメント

合計

 
石炭

事業部門
新素材
事業部門

採石
事業部門

売上高     

一時点で移転される財又はサービス 10,832 203 459 11,495

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
- - - -

顧客との契約から生じる収益 10,832 203 459 11,495

その他の収益 5,387 - - 5,387

外部顧客への売上高 16,219 203 459 16,882

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - -

計 16,219 203 459 16,882

セグメント利益 5,659 32 134 5,825

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

　主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 5,825

セグメント間取引消去 -

全社費用等（注） △448

四半期連結損益計算書の経常利益 5,377

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門及び全社資産に係る費用等であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項 (セグメント情報等)」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 14円12銭 101円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
756 5,300

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
756 5,300

普通株式の期中平均株式数（千株） 53,545 52,089

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 12円22銭 87円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
- -

普通株式増加数（千株） 8,330 8,330

　（うち優先株式） (8,330) (8,330)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

- -

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年２月７日

住石ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

ＲＳＭ 清 和 監 査 法 人

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸谷　英之

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  筧 　悦生

 
 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住石ホールディ

ングス株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2023年10月１日か

ら2023年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住石ホールディングス株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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